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第 3章 ODA 案件化による開発効果 

及び提案企業の事業展開に係る効果 

 

3-1  提案製品・技術と開発課題の整合性 

 

3-1-1 現地における課題 

 

1998 年 9月 11 日より操業を開始したイナヤワン衛生埋立地は当初の埋め立て予定量の 2

倍以上の 200 万㎥が埋め立てられ、2011 年 4 月に一部トランスファー機能を除き閉鎖され

た。セブ市では新たな処分場確保のために調整をしているが、住民との意見の対立があり

最終的な方向性は決まっていない。2010 年より隣市にあるコンソラシオン埋立地（民間処

分場）にて埋立てを行っている状況にあった。  

2013 年 1 月よりイナヤワン衛生埋立地に隣接する民間企業が、セブ市の商業系廃棄物の

処理依託を開始したことによりイナヤワン衛生埋立地への搬入量は極減した。尚、廃プラ

スチック含有率の低い家庭系の廃棄物は、リサイクルとしての受入対象外である。民間企

業での分別過程で排出される残渣はコンソラシオン埋立地にて埋立て処分されることにな

っている。 

カルボンマーケットや飲食店街から排出される生分解廃棄物は、コンポスト化により堆

肥としてリサイクルされているが、家庭系廃棄物が混入しており堆肥製造過程で逐次除去

しなければならず効率が悪い。そこから発生する残渣には廃プラスチックが多量に含有さ

れており、埋立て処分されている。 

リサイクル工程が充分に確立できていないため、資源化できる家庭系廃棄物が有効に活

用されずに埋立て処分されているのが現状であり、特に家庭から排出される廃プラスチッ

クゴミのボリュームは、図 3-1 から見てとれる様に非常に大きく、埋立地の容積を圧迫し

ている要因となっている。 
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図 3-1 廃棄物内訳別の重量比と容積比 

 

[ 課題－1 ] 

セブ市では新たな処分場確保のために調整をしているが、住民との意見の対立があり最

終的な方向性は決まっていない。 

 

[ 課題－2 ] 

イナヤワン衛生埋立地に隣接して廃プラスチックのリサイクルしている CSWMI の MRF 

plant では、商業系廃棄物の分別によりプラスチックを回収してフラフ燃料を製造している

が、商業系廃棄物と比較して廃プラスチック含有率の低い家庭系の廃棄物が、リサイクル

としての受入対象外となっている。 

 

[ 課題－3 ] 

カルボンマーケットや飲食店街から排出される生分解廃棄物は、コンポスト化により堆

肥としてリサイクルされているが、家庭系廃棄物には廃プラスチックが混入しており、堆

肥製造過程で逐次除去しなければならないため効率が悪い。 

 

 [ 課題－4 ] 

イナヤワン衛生埋立地には、資源化ゴミとしての価値が十分にある大量の廃プラスチッ

クが残存しており、リサイクルされていない。 
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3-1-2 ゴミ問題解決のための廃棄物と有価物の流れの提案 

 

セブ市では廃棄物の発生量を抑え、リサイクルを推進する為に固形廃棄物管理法

（Ecological Solid Waste Management Act of 2000）を 2000 年に制定、2003 年には、固

形廃棄物管理委員会（SWMB：Solid Waste Management Board）を設置し、3R の理念に沿っ

て廃棄物管理の取り組みを実施しており、2015 年までに廃棄物の埋め立て処分量を 50％削

減することを目標に掲げていたが、民間企業への処理依託を基本とした削減施策をとり入

れ、2015 年を待たずに 2013 年度で埋立て減少の達成目処が立っている。しかし今後の人口

増加に伴う廃棄物の増加は益々著しくなるものと考え、課題 1～4を総合的に考慮した提案

を以下に記す。表 3-1 にセブ市ゴミ問題解決のための課題と対策、図 3-2 に、廃棄物と有

価物の流れを図示する。 

生分解可能廃棄物に次いで多量に発生する廃プラスチック類は、イナヤワン衛生埋立地

内に中間処理施設を新たに建設して、燃料化のためのリサイクル処置を施す。 

具体的には、バランガイが回収した 2 次分別後の家庭系廃棄物や商業系廃棄物を回収し、

中間処理施設で 3 次分別して廃プラスチックと有価物並びにその他廃棄物に分類する。有

価物はバランガイに販売、ないしはフィードバックし、その他廃棄物は埋立地に搬出する。

選別にて得られた廃プラスチックは、燃料や発電用原料として加工・販売する。 

但し、現在、埋立て業者によりコンソラシオンにて家庭系廃棄物が埋立て処理されてい

ること、並びにリサイクル業者により商業系廃棄物がリサイクル処理していることから、

イナヤワン衛生埋立地に既に埋立てされている廃プラスチックを優先的に回収し、フラフ

燃料としてのリサイクル化を推進する。これを実施することにより、埋立地としての余力

を回復することができる。 尚、バランガイが回収する家庭系廃棄物や商業系廃棄物にお

いても、埋立て業者やリサイクル業者の負荷軽減を要する場合には、中間処理施設にて処

理する。 

 

表 3-1 セブ市ゴミ問題解決のための課題と対策 

課 題 対 策 

●新たな処分場確保のために調整をしている

が、住民との意見の対立があり最終的な方向性

は決まっていない。 

●廃プラスチック含有率の低い家庭系の廃棄物

がリサイクル対象外。 

●家庭系廃棄物には廃プラスチックが混入して

おり、堆肥製造過程で逐次除去しなければなら

ないため効率が悪い。 

●イナヤワン衛生埋立地には、資源化ゴミとし

ての価値が十分にある大量の廃プラスチックが

残存しており、リサイクルされていない。 

●バランガイが回収した家庭系廃棄物や商

業系廃棄物を回収し、中間処理施設で日本

の技術を用いて、さらに分別を行い、廃プ

ラスチックと有価物並びにその他廃棄物に

分類する。 

●家庭廃棄物から出てくる廃プラスチック

は、イナヤワン衛生埋立地に既に埋立てされ

ている廃プラスチックとともに、フラフ燃料

としてのリサイクル化を推進する。 
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図 3-2 ゴミ問題解決のための廃棄物と有価物の流れ 

[将来的課題解決構想] 

 

CAPS からのレポートでは法的に焼却は不可能であり、且つ炭化(熱分解／溶融、ガス化）
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は米国／欧州では規制上”焼却 "に分類されるという指摘がある。法改正が無ければ実施

が難しいが、日本国内で実施されている廃棄物処理方法として焼却・炭化がある。将来的

に焼却が可能となった場合は、以下の２点が廃棄物問題に対し効力を発揮するものと考え

られる。 

●堆肥化が難しい、ないしは過剰な生分解廃棄物等の廃棄物は、炭化することにより土壌

改良剤や燃料としてのリサイクル使用が可能であり、廃棄物削減に大幅に寄与するもの

と考えられる。さらにイナヤワン衛生埋立地に埋没している生分解廃棄物等を炭化処理

することにより埋立地としての余力を大幅に回復することが可能となる。 

尚、生分解可能な混合廃棄物の炭化は横浜市でも取組 1が進んでおり、日本国内での

実施事例もある。 セブ市の混合した生分解廃棄物には十分に対応可能である。 

 

 炭化炉概要図 

● その他廃棄物は、埋立て処分する方法と焼却炉乃至は溶融スラグ炉により無害化、並

びに減容化(1/10～1/20 に減容化)する方法がある。この方法で得られる灰や溶融スラ

グは、路盤材やセメント原料としてリサイクルの活路を見出すことができる。従って、

セブ市の埋立地問題を抜本的に解消するためには、有価物を除去した後に焼却炉乃至

は溶融スラグ炉による処理が望ましい（懸念されているダイオキシンの発生は、現在

の技術で十分に防止できる 2）。 

 

______________________ 
1 横浜市による下水汚泥燃料化事業の実施  

横浜市によるゴミ焼却工場での高温焼却事例 
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3－2  ODA 案件の実施による当該企業の事業展開に係る効果 

 

今般の調査を通じて、萬世リサイクルシステムズの提案する廃棄物中間施設運営より、

廃棄物の減量化並びに廃棄物による燃料製造および販売により化石燃料削減に関して極め

て有効なソリューションであることが確認された。実際の現地調査により採取した廃棄物

の成分分析等を行なったが、十分に燃料として使用できるクオリティの製品を現地で製造

できることが確認された。日本において当該企業は更に品質管理を厳格に行なわなくては

ならない製紙会社に対して廃棄物燃料を販売しており、セブ市においても現地で流通して

いる廃棄物燃料よりも高品質な製品を製造しうることは技術的に問題がない事が確認され

ている。 

しかしながら、調査期間や費用の制約から、現地に廃棄物燃料製造ラインを構築して一

定期間のパイロット運転を行うといった、確実な検証作業を実施するまでには至っていな

い。また、萬世リサイクルシステムズが本格的な事業展開を決断するためには、採算が確

保できる廃棄物燃料販売先が大手セメント会社以外に具体的にどの程度存在しているのか、

すなわち潜在顧客や市場規模について、確実な情報が十分には得られていない。さらには、

セブ市での事業を貴重な人的資源や機会費用を投じるに値するものとしていくためには、

設備設置に伴う初期投資削減につとめ、収益性を向上させて現地普及を加速させる必要が

あるが、そのためにはさらなる実現性調査・発掘活動を続けなければならない。 

萬世リサイクルシステムズの日本におけるビジネスモデルの強みの一つは 10 年以上に渡

って廃棄物燃料を製造販売してきた経験に基づく知識であり、日本を代表する全国の製紙

会社へ廃棄物燃料を納めていることを主要な収益源としている。顧客にとっては、化石燃

料の大幅削減とコスト削減の両方に寄与する反面、化石燃料以上に廃棄物燃料の品質管理

については厳格なものを要求している。これは、顧客の大切な製造設備であるボイラーを

塩ビ類が混入することにより傷めてしまう可能性があるからである。 

そのため、廃棄物燃料の製造にあたっては、塩ビ類は勿論、土や金属類などの余分なも

のが混入しないように排除を確実に実施しなければならない。この点は我が国の先駆的な

技術により確立されており、ODA 案件の実施により普及させることが可能となると思われる。 

 

廃棄物処理は基本的に公共事業であるため、セブ市による政策面のバックアップは欠か

せない。既にセブ市関係機関からは萬世リサイクルシステムズの技術についての期待が繰

返し明らかにされてきているが、セブにおいては技術的な知見を有するものが不足してお

り、現時点ではまだ自らの予算とイニシアティブで展開していくという姿勢には至ってい

ないのが現状である。 

 

従って、萬世リサイクルシステムズの提案する廃棄物燃料製造ラインの構築運営に対し

て我が国 ODA 案件を実施することにより事業展開に係るこれらの課題を乗り越えることが

出来れば、事業開始および拡大を加速させるための様々な効果が期待できる。 

事業の実施に向けた初期段階としては、廃棄物燃料の品質評価に関わる現地でのパイロ

ット試験が必要であるが、この段階を ODA 案件として実施することにより、資金負担の軽
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減や、対象機関との関係強化や折衝の円滑化といった効果が期待できる。さらには関係機

関特に DPSW との協力の下で導入した廃棄物燃料製造ラインがパイロット検証後も持続的に

管理運営されれば、提案している廃棄物燃料の現地での有効性を明確に示すデモンストレ

ーション効果が中長期的に得られると考えられる。 

また、現地パイロットによる性能評価をしながら、初期マーケティングとしてセブ市お

よび近隣市の潜在的なサイトを複数発掘していく必要もある。あわせて、現地パートナー

（DPS、廃棄物施設運営民間企業、人材教育等を現地で実施している NGO、バランガイ等の

コミュニティ等）への普及啓発活動や、廃棄物燃料製造に関連する各種のビジネスモデル

実現性検証なども進めることとなる。こうした取り組みにより萬世リサイクルシステムズ

における事業計画が具現化されることによって、初めて本格的な事業開始の意思決定が可

能となる。この段階に対して、1 年から 2 年程度の幅広い調査や普及活動を実施できれば、

費用負担の軽減はもとより、フィリピン全土において政府機関やパートナー組織とのネッ

トワーク構築が迅速かつ円滑に行えると考えられる。また、廃棄物処理に関しては、発展

している途上国の都市部において共通する問題であり、本事業は今後更なる発展が期待で

きる。 

現地事業開始段階では、大手セメント会社等への廃棄物燃料販売とセブ市からの処理費

を資金源の対象としたビジネスを展開していく予定である。ただしその段階においても、

設備運営の費用や現場スタッフに対する初期訓練等の初期投資の負担が大きいことにより

廃棄物燃料製造ラインの導入ができず、現地のニーズが満たされない可能性は否定できな

い。萬世リサイクルシステムズとしては、事業開始段階での ODA 案件実施を事業展開のた

めの主要な要因と位置づけるものではない。しかしながら、現地の廃棄物処理に関する開

発課題の深刻さと、廃棄物燃料製造ライン設置に必要な資金との間のギャップが埋められ

るのであれば、その選択肢をあえて排除することなく念頭に置いておくべきだと考える。 

 セブ市においては、まだ極めて初期な段階にある廃棄物の有効活用方法を現地にデモン

ストレーションを行なうとともに、少なからず劣悪な環境で働いているスカベンジャーの

雇用拡大の機会を提供する。さらには本邦においても萬世リサイクルシステムズが事業を

拡大することによる雇用の拡大、セブ市の労働者の本邦での研修による技術移転、10 万社

以上ある既存産業廃棄物業者への影響等を考えると、セブ市のみならず本邦においても大

きな副次的な効果も期待できる。 

以上のように、萬世リサイクルシステムズの事業展開に向けた各段階に対して ODA 案件

を実施することが出来れば、様々な効果が期待できると推察される。 

 

 


